













Way of the Ideal Form of a Prosperous
and Happy Modern Society
and the Direction of Economic Policy
Rethinking the First Principle 　　　　　
　　　　　　　　　　 of Economic Growth
寺　本　益　英 　
In this paper, I consider the future of a prosperous and happy
modern society and the direction of economic policy, as an opportunity
changing eras from Heisei to Reiwa. Specifically, we will address the
limitations of the economic growth-first principle, medical care as a
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はじめに
1989年 1月 8日からスタートした平成は、2019年 4月 30日まで 1万 1,069
日に及び、5月 1日より新時代令和を迎えた。私が大学院に入学し、本格的に
経済学の研究を始めたのが 1990（平成 2）年 4月のことであったので、平成
は私の関西学院大学における研究期間とほぼ重なる。大学院入学以来約 30年
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年末には 200兆円、2年後の 14年末には、2倍の 270兆円に膨らむことに
3) 「日銀、新たな量的緩和、資金供給 2 年で倍、年 60～70 兆円増、黒田体制政策を転換」『日本
経済新聞・夕刊』2013 年 4 月 4 日．
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なる。
②　長期国債を年間 50兆円程度買い増す。長期国債残高は、2012年末、89






















































日銀は「大胆な金融緩和」導入当初、2015（平成 27）年 4月、前年比 2%の
4) ここは「日銀が追加緩和、国債購入 30 兆円増、投信は 3 倍、物価上昇鈍化懸念、黒田総裁、脱
デフレ、正念場」『日本経済新聞』2014 年 11 月 1 日を参照した。
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投資の活発化 → 雇用改善・景気回復 → デフレ脱却　である。しかし金利水
準は十分低く、このメカニズムは働きにくい状況であった。
株価に目を転じると 2015（平成 27）年 6月までは、株価上昇による資産効
果が働き、消費を刺激した。すなわち民主党政権末期、8,000円台で推移して
いた日経平均株価は、2015（平成 27）年 6月 24日には、2万 952円 71銭ま
で大きく上昇した。資産効果により、高額商品の売れ行きは好調であった。し
かし 6月中旬、中国株のバブルが崩壊し、その影響は日本市場にも波及した。
2015年 12月 30日の日経平均株価の終値は、1万 9,033円 71銭まで回復した
ものの、年明けから 6日連続で下落した。1月 21日、日経平均株価の終値は、












日銀は 2016（平成 28）年 1月 29日開いた金融政策決定会合で、マイナス
金利政策の導入を 5対 4の賛成多数で決めた。銀行が日銀に預ける資金（当座
























5) 「日銀がマイナス金利」『日本経済新聞・夕刊』2016 年 1 月 29 日．
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せる民間融資や株式などのリスク資産に回す。その結果、金融緩和効果が一段
と強化される。










住宅ローン金利は導入決定前の 1月 28日には年 1.10%であったのが、2月 16
日の導入日には 1.05%に低下し、導入 1ヶ月後の 3月 15日には、0.80%まで
下がった。また大企業向け貸出金利の指標となる長期プライムレートは、導入
前（1月 28日）1.10%であったが、導入日（2月 16日）には 1.00%まで下が

































日経平均株価は、前日比 918円 86銭安の 1万 6,085円 44銭で取引を終えた。






日銀は 2013（平成 25）年 4月より大規模な金融緩和を開始し、経済に大量
の資金を流し続けてきた。しかし 2年以内に物価上昇 2%を達成する目標は実
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現の見通しが立たず、2015（平成 27）年 4月に 1回目の先送りを表明して以
降、計 6度も達成時期を先送りした。そして 2018（平成 30）年 4月、ついに
達成時期を示すのを断念してしまった。
それにしてもなぜこれほどまでに物価の伸びが鈍いのか。日銀は 2018（平





























































リーバランスを計算してみよう。6) 収入は税収が 62.5兆円、税外収入が 6.3兆
円、支出は、政策経費（社会保障費、公共事業費、防衛費、地方交付税など）
77.9兆円と国債の元利払い 23.5兆円を合わせ 101.4兆円になる。したがって






















第二次安倍晋三内閣では、まず 2013（平成 25）年から 2016(平成 28）年まで
日本再興戦略が打ち出された。各年のキャッチフレーズは、2013年－ JAPAN
is BACK、14年－未来への挑戦、15年－未来への投資・生産性革命、16年－

























8) Society 5.0 については、内閣府のホームパージの科学技術政策に項目が設けられている。
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10) SDGs: Sustainable Development Goals は、持続可能な開発目標と訳される。る。2001
年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継で、2015 年 9 月の国連サミットで採択
された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」て記載された 2016 年から 2030 年まで
の国際目標である。世界中の国が共通して解決しなければいけない経済・社会・環境の課題を提











言及しておこう。日本の食品ロスは 2016（平成 28）年度で 643万トンに達す
る。その内訳は、家庭 46.2%、メーカー 21.3%、外食 20.6%、小売 10.2%、卸
2.4%となっている。SDGsのターゲットの 1つに、2030年までに小売・消費
レベルにおける世界全体の一人当たりの食品廃棄物を半減させることが盛り込












国連の推計によると現在 77億人の世界人口は、2050年に 97億人、 2100
年頃に 110億人に達するとみられている。一方 2017（平成 29）年における世
界の飢餓に苦しむ人々に向けた食糧援助量は年間約 380万トンであり、日本の
11) 「食品ロス減　製造現場から」『日本経済新聞』2019 年 9 月 18 日．
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図 2 　日本の労働分配率の推移（法企ベース、企業規模別、1990 年度から 2017 年度
まで）　　　　　　
田中吾郎・菊池康之・上野有子「近年の労働分配率低下の要因分析」『経済分析ディスカッションペー





























12) 「日本人平均寿命、過去最高を更新」『朝日新聞』2019 年 7 月 31 日による。
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（平成 12）年度に 30兆円だった医療費は 2016（平成 28）年度に 42兆円を突



















13) 「公的医療保険 膨らむ医療費の 5 割賄う」『日本経済新聞・きょうのことば』2019 年 8 月
8 日による。
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を得るため、多くの病院が患者 7人に看護師 1人の 7対 1病床に転じた。しか
し実際は軽症者をかなり多く受け入れており、厳格な適用が求められている。
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女性 3.3%にすぎなかったが、2015年には男性 23.4%、女性 14.1%と、男女と
もに大幅に上昇した。また、政府の最新の人口動態統計によると、婚姻の件数
は、1970年に約 103万組だったのが、2017年には 60万 7,000組に減り、人















15) フジテレビ政治部首相官邸担当山田勇「婚姻率最低の 4.7%で未婚化克服は？ 赤ちゃん背負
い勤務 · · · 根付くか賛否両論の子連れ出勤　政府は出会いサポートも」『FNNPRIME ホーム
ページ』2019 年 1 月 22 日による。
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16) 「ブータン独自の経済指標で国づくり」『日本経済新聞』2010 年 10 月 18 日を参照のこと。
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